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基幹統計調査事業

015

平成２３年度事業シート（概要説明書）《※平成２２年度実施事業》

総務部
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受益者負担 内容

事務事業名

会計区分 法定受託系

平成１２年度以前 平成３０年度以降～事業期間

名称：　　　　

統計法

3 1

地域住民組織

総合計画
分野別計

画

予算区分 5 1

行政経営

根拠法令・個別計画

行政運営

2

市が直接実施・運営

平成２２年度実施調査として国勢調査及び工業統計調査を実施した。
【調査に係る事務等】
・指定された人数の調査員、指導員を確保。
・各調査区の調査対象件数を把握。
・各調査員の意向を考慮しつつ、担当の調査区を決定。
・調査票などの調査用品を調査員ごとに整理分類。
・調査員に対する説明会を開催。
・調査期間中は、調査対象・調査員などからの問合せなどに対応。
・回収された調査票などの調査関係書類を提出日までに審査、整理。
・総括表などの提出書類を作成し、調査関係書類を提出。

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

　個人情報の保護を徹底しながら統計法に基づいて調査を行い、経済活動や国民生活
の実態を明らかにし、国や地方公共団体などの政策、立案、将来予測の資料とする。

名称：　　　Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

一部又は全部委託

実施・運営
方法

従事者数

人件費

従事者数

2.00

02,442

0.001.58

10,73010,730

費
用

0

直接経費 10,384

費用合計

2.00

人件費
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194 867
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21

4

H23

98

100 97

10
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99
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％
成
果
指
標

調査員(指導員)の確保率

活
動
指
標

活動指標名

調査員(指導員)の確保

調査員に対する説明会

事業目的の
達成状況

H22年度に実施された国勢調査は、前回までとは大幅に調査方法が変更され、すべて
の調査票が封入提出となり、さらに、調査票を郵送で提出することも可能となった。こうし
た中で、指導員については全員、調査員については全体(721名)の約71.6％を職員（臨
時、再任用含む）の方に依頼することができ、スムーズに調査事務を進めることができ
た。また、調査員をお願いしていた一般の方が、調査が近づいてから調査員を辞退され
た場合、新たに職員の方に依頼することができ調査員の確保率も大きく上昇した。
H22年度の調査員確保率の内訳　：　国勢調査 99.64％、工業統計調査 83.02％
※国勢調査の調査員確保率が高い理由は、上記理由による。

100

96

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 B

登録調査員を広報、ホームページで募集するだけではなく、適宜、現行の登録調査員に
登録調査員を募集していることを働きかけ、紹介を受け付ける。

H23年度以降の調査については、登録調査員のみで対応することとなることから、調査
を円滑に進めるために、多くの調査員の確保が必要である。判定理由

市が実施(改善が必要)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響

基幹統計調査の結果は、国や地方公共団体の行政施策のほか、民間企業等でも様々
な場面で利用されており、廃止をすれば結果の利用が困難になると考える。

二
次
評
価

判定理由 一次評価のとおり

B 市が実施(改善が必要)
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